
 

 

子育て支援施設の立地状況と需要特性 

‐中山間地域における子育て支援施設整備に関する研究 その 1‐ 
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1． 序論 

日本では近年、少子化対策として、未就園児をもつ親

を対象とする子育て支援施設が整備されている。施設は

保育園の空き室や公共施設等を活用し、保育園に通って

いない子ども（0-3 歳）とその親が一緒に来所し、他の

親子との交流や施設スタッフと子育てに関する相談を行

っている。しかし、中学校区に１ヶ所を目標に子育て支

援施設は設置されているが、保育園に通う子どもが多い

場合や、子どもの数が少ない校区もあり、校区によって

施設の需要が異なる。 

そこで本研究では、山口県内の旧町村地域を対象に、施

設の立地状況及び利用状況を把握し、典型事例の分析に

より需要特性を明らかにすることを目的とする。 

 

2． 未通園児数の推計 

各地域の子育て支援の潜在的ニーズを把握するため、

保育所に通園していない乳幼児を未通園児と定義し、各

校区内の未通園児数を算定する。各校区の校区内乳幼児

数から通園児数を減じたものを未通園児とし、以下の数

式 1 により算出する。 

N＝A－B・・・式 1 

N：未通園児数 

A：乳幼児数（国勢調査 2010 のデータより） 

B：通園児数（県・市の統計書のデータより） 

また、校区別の未通園児数の度数分布を図 1、校区内

乳幼児数と未通園児数を図 2 に示す。旧町村(53 校区)

では乳幼児数と未通園児数が相関している。乳幼児数が

増えるほど未通園児数が多くなり、乳幼児数が多い校区

ほど子育て支援のニーズが高いと考えられる。これに対

し、旧市(111 校区)では旧町村の校区ほど相関関係にな

く、校区によっては未通園児数が負の値をとる校区もあ

り、差異が見られるため、乳幼児数が多い校区で必ずし

も子育て支援のニーズが高いとは言えない。 

 

3.  1日平均利用組数の算定 

3.1 各施設年間利用者数について 

 図 3に各施設の年間利用者数と開設日数を示す。利用

者数は、全 141 施設(平成 24 年 4 月時点)のうち 115 施

設について、各自治体子育て支援担当課及び施設への調 
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図 1 各校区未通園児数 

 

 

図 2 乳幼児数と未通園児数 

 

査により得た各施設の総利用者数と開設日数(平成 24年

度)のデータを用いる。旧市では平均 193.2 日の開設で

4881.2 人の利用、旧町村では平均 201.9 日の開設で

2292.5 人の利用となっており、旧市に比べ、旧町村で

は利用人数に大きな差は見られない。また、図 4に各校

区の未通園児数と施設年間利用者数を示す。この 2数は

相関関係になく、同程度の需要がある施設でも利用者数

に差があり、地域の需要に合わせた施設整備がなされて

いないと考えられる。 
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図 3 施設年間開設日数と年間利用者数 

 

3.2 2012年度年間利用者数について 

 子育て支援施設では、月 1 回以上子育て及び子育て支

援に関する講座等を開催することが定められている。講

座開催日には通常日よりも利用者が増加することが予想

される。表 1 に旧町村の施設の中から、未通園児数と利

用組数がグループ平均値に近い数値を示す 6施設を事例

分析の対象として選定し、2012 年度の年間利用者数を

通常日と講座開催日を示す。施設 A は、開設日数は 247

日で講座は開催されていない。年間利用者数は 1037 人

で、1 日当たり 2.1 組が利用している。施設 B-1 は、開

設日数は 102 日と最も少ないが、そのうち 17％の 17 日

で講座を開催している。年間利用者数は 2271 人で、

76.2％が通常日の利用者である。施設 B-2は、開設日数

は 190 日で、そのうち講座は 12 日開催されている。年

間利用者数は 2905 人で、92.9％が通常日の利用者であ

る。施設 C は、開設日数は 135 日で、講座は 18 日開催

されている。年間利用者数は施設 B-2 と同程度の 2720

人だが、講座開催時には 2倍以上の 475人が利用してい

る。施設 D-1は、開設日数が 252日と最も多く、年間利

用者数は 9723 人で、1 日当たり 19.3 組の利用がある。

そして施設 D-2 は、開設日数は 243 日で、そのうち

36.2％にあたる 88 日で講座を最も多く開催している。

年間利用者数は 8727 人で、講座開催日の利用者が

41.2％を占めている。 

3.3 1日平均利用組数の算出 

講座開催日 1 日の利用者数はそれ以外の日と比較する

と多いが、年間利用者の中で占める割合は低いことから、

年間利用者数を開設日で除したものを各施設の 1日平均

利用者数としても数値としては特に分析に与える影響は

ないものと考えられる。そこで、親と子どもが 2人 1組

で来ていると仮定し 1日平均利用組数を①講座参加者を

含む年間利用者数（2012 年度）を以下の数式 2 により

算出する。 

N＝A÷B÷2・・・式 2 

N：1日平均利用組数 
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図 4 未通園児数と年間利用者数 

 

表 1 2012年度年間利用者数 

A 2.1 1.1

B-1 10.2 12.6

B-2 7.6 8.8

C 9.6 9.8

D-1 19.0 19.1

D-2 16.5 16.5

注１）（　）内は、年間利用者数に対する通常日の利用者数の割合を示す。 

1日平均利用組数注3)

2012年10月2012年度

凡例）　　　　：通常日、　　　　：講座・イベント開催日

252(13)

135(18)

190(12)

102(17)

注2)
開設
日数

施設
番号

2012年度利用者数注1)

247(0)

243(88)

注２）（　）内は、全体の開設日数のうちの講座・イベント開催日数を示す。 
注３）「2012年度」は数式2、「2012年10月」は数式3によって算出した値を示す。
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図 5 1日平均利用組数 

 

A：年間利用組数 

B：開設日数 

また、②講座参加者を除く 1 ヶ月の利用者数（2012

年 10 月）を以下の数式 3 により算出し、2 数の比較を

行った。 

N＝(A－B)÷(C－D)÷2・・・式 3 

N：1日平均利用組数 

A：10月の利用者数 

y = 8.497x + 2550.6 

R² = 0.0491 

 

y = 8.497x + 2550.6 

R² = 0.0491 
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B：講座・イベント時の利用者数 

C：10月の開設日数 

D：講座・イベントの開設日数 

これらの数値には大きな違いが見られないため、講座

参加者を含む年間利用者数で 42 施設の 1 日平均利用者

数を算出し、図 5 に示す。 

 

4. 旧町村の施設立地状況と利用者数 

4.1 校区内の未通園児数と施設の 1日平均利用組数 

図 6に施設が設置されている校区の未通園児数と 1日

平均利用組数の関係を示す。旧町村の山口市小郡は人口 

密集地域で、校区の未通園児数が 637人と他の旧町村に

比べて 1.5倍以上多く、他の施設とは異なる傾向がある

ため、今回の分析からは除外している。各施設の分布傾

向により、41施設を 4グループに分類した。グループ A

（16 施設）の平均未通園児数は 36.1 人で、他のグルー

プに比べて 3 割以下と極端に少ない。この値は、施設が

設置されていない 16 校区の平均未通園児数児数（26.2

人）に近い。平均利用組数は 1.6 組で、11 施設が 1 組

未満である。グループ B（15 施設）・C（8 施設）は、1

日平均利用組数は 7組前後と同程度であるが、グループ

C は未通園児数が 233.6 人とグループ B の 2 倍以上とな

っている。グループ D（2 施設）は未通園児数 195.6 人

とグループ Cと同程度であるが、1日平均利用組数 18.6

組とグループ C の 2 倍以上となっており、4 グループの

中で最も多い値を示す。 

4.2 施設立地状況と 4グループの分布 

山口県内の全子育て支援施設の立地状況と、4 グルー

プの分布を図 7に示す。施設の立地状況は、宇部市、山

口市、防府市、周南市、岩国市の旧市部に施設が密集し

ている。また、旧町村の施設の無い校区は県内北部に多

くみられるが、隣接する校区に施設が設置されているこ

とがわかる。 

 4 グループの分布については、グループ A は 16 施設

中 10 施設が萩市に立地している。また、グループ D は

旧市の施設が設置されていない校区と隣接しているのが

特徴的である。 

 

5． 1日平均利用組数の差異について 

5.1 1日平均利用組数に差異が生じる要因 

図 5より、同程度の未通園児数にも関わらず 1日平均

利用組数に差異があることがわかる。また、グループ D

を除いた 3グループでは、未通園児数が 150人以上にな

ると図上の数式で示される近似曲線に沿って、ほぼ横ば

いになっている。そこで、1 日平均利用組数に差異が生

じる要因についての分析を行う。まず、要因として考え

られる項目に関し、旧町村の 41施設の施設概要、運営 

 

図 6 校区内の未通園児数と施設の 1日平均利用組数 

 

施設Ｃ（山口市）施設Ｄ-1（宇部市）

施設Ｂ-2（長門市） 施設Ａ（美祢市）

萩市

周南市
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岩国市

凡例）■：グループA、■：グループB、■：グループC、■：グループD
      ○：子育て支援施設、　　：旧市、　 ：施設の無い旧町村､   ：分析対象外の旧町（小郡）
　　　　：現市町村境界線、　：中学校区境界線

施設Ｂ-2　(美祢市）　

施設Ｄ-2　（周南市）

 

図 7 施設立地状況と 4グループの分布 

 

形態、活動内容データを各自治体子育て支援担当課及び

施設運営者へのヒアリングによりデータ収集を行い、41

施設中 39 施設のデータを収集した。その中で、支援の

場の室面積、10km 圏内周辺施設数、校区内未通園児数、

保育園併設型、またはその他の公共施設等との併設型で

あるかという施設の建築形式、年間開設日数の 5項目が

1 日平均利用組数の差異に影響していると考えられる。 

5.2 数量化一類分析結果 

これらの項目を変数とし、1 日平均利用組数を目的変

数とした数量化一類分析を行った。その結果を表 2に示

す。支援の場の室面積の重相関係数が最も大きくなって

おり、次に 10km 圏内周辺施設数、校区内未通園児数と

続く。 

支援の場の室面積、校区内未通園児数、年間開設日数

の 3 項目の数値が大きいほど、1 日平均利用組数が増加
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し、10km 圏内周辺施設数が多いほど利用者が分散し、1

日平均利用組数は減少すると考えられる。 

 また、建物形式が公共施設等の併設型施設で 1日平均

利用組数が多くなるのは、保育園併設型と比べ、駐車場

が広く車での来所がしやすい点、支援の場に十分に広い

子育て支援専用室が確保されている点等が考えられる。 

 

6. 結論 

得られた知見は以下の通りである。 

1)保育所に通園していない乳幼児を未通園児と定義し、

各校区の未通園児数を算出した。旧町村(53 校区)で

は乳幼児数と未通園児数が相関しており、乳幼児数が

増えるほど未通園児数が多くなり、乳幼児数が多い校

区ほど子育て支援のニーズが高いと考えられる。 

2)親と子どもが 2 人 1 組で来ていると仮定し、1 日平均

利用組数を①講座参加者を含む年間利用者数（2012

年度）から算出、②講座参加者を除く 1 ヶ月の利用者

数（2012 年 10 月）から算出し、この 2 パターンの数

値の比較を行った。これらの数値には大きな違いが見

られないため、講座参加者を含む年間利用者数で 1日

平均利用者数の算出を行った。 

3)山口県内の旧町村に設置されている 41 の子育て支援

施設を 立地校区の未通園児数と施設の１日平均利用

組数の関係により、4 グループに分類した。グループ

A では、未通園児数が極端に少ないため施設利用者も

少ない。グループ B・C では、1 日平均利用組数は 7

組前後と同程度である。しかし、グループ Cはグルー

プ Bの 2倍以上の未通園児がいるため、施設利用率は

3.2%と低い。グループ Dでは、未通園児数が多く、隣

接する校区に施設がないことも影響して施設利用者が

多い傾向がみられた。 

4)4 グループの施設の分布傾向について、グループ A は

16 施設中 10 施設が萩市に立地している。グループ B

は、市の中心部から離れた校区に立地している。グル

ープ Cは、下関市や岩国市を中心に立地している。グ

ループ Dは旧市の施設が設置されていない校区や、施

設利用率の低いグループ Aの校区と隣接しているのが

特徴的である。 

5)4 グループに分類した結果、 同程度の未通園児数に

も関わらず 1 日平均利用組数に差異が見られることか

ら、1日平均利用組数を目的変数、その要因として考 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 数量化一類分析結果 

アイテム カテゴリ 度数 カテゴリ数量
編相関
係数

アイテム
レンジ

0～60 12 -1.80
61～100 11 -0.40
100～ 6 4.32

0 6 1.66
1～2 7 1.63
3～4 7 -1.64
5～6 4 -0.73
7～ 5 -1.40

1～50 5 -2.89
51～100 8 0.92
101～200 8 -0.44

201～ 8 1.33
保育園併設 23 -0.77

公共施設併設 6 2.96
1～100 4 -0.40

101～200 11 -0.32
201～300 14 0.37

定数項 6.93
重相関係数 0.83

開設日数 0.17 0.76

合計 29 0.08

未通園児数
（人）

0.61 4.22

0.60 3.73建物形式

室面積
（㎡）

0.75 6.12

10km圏内
周辺施設数

（ヶ所）
0.62 3.30

 

 

えられる項目を変数とした数量化一類分析を行った。

その結果、支援の場の室面積、校区内未通園児数、年

間開設日数の 3項目の数値が大きくなるほど、また、

公共施設併設型であるほど 1 日平均利用組数は増加す

る。反対に、10km 圏内周辺施設数が多いほど利用者

は分散し、1 日平均利用組数が減少することがわかっ

た。 
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